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○新谷委員長 次に、山井和則君。 

○山井委員 よろしくお願いいたします。三十分間、質問させていただきます。 

 冒頭はちょっとお茶の健康効果のことを聞きたいんですが、後半は、生活困窮者という視点から、障害者雇用、

年金、賃上げ、その辺りについても、法改正の部分そのものずばりではないですが、今も堤議員から話がありまし

たように、年金生活者、あるいは実質賃金が上がらない、そしてまた、生活困窮者の中には、障害があるために十

分な収入を得られない、そういう方も多いですので、そういう問題も質問をさせていただきたいと思います。 

 

 まず、今年の予算委員会で、与野党合意で、マイボトルを持ち込んで、そこでコーヒーやお茶とか、良識の範囲

内でこういう飲物を飲むということについて解禁をされました。それに倣って、この厚労委員会でもマイボトル

に様々な飲物を入れるということを許可していただき、ありがとうございます。 

 

 私は、自宅の隣が茶畑ですのでお茶を入れさせていただいておりますが、私も今朝、武見大臣にお聞きをした

んですが、武見大臣のお父様の武見太郎先生が、国会図書館で調べますと、茶と健康、そういう論文を書いておら

れるんですね。医学博士武見太郎、緑茶の造血機能に及ぼす影響ということで、ほかにもたくさん書いておられ

ます。 

 

 例えば、茶業界という、静岡県の茶業組合会議所が発行された昭和十四年の機関誌の中には、慶応医科大学食

養研究所医学博士武見太郎先生のこういう文章が出ております、日本緑茶の効用と飲み方。やはり、健康という

のは、医療とともに、厚生労働省にとっても厚労委員会にとっても重要ですので、少しだけ読み上げさせていた

だきます。 

 

 我々日本人は平素、ビタミンＣのたくさんある野菜や果物を食べているから、緑茶からビタミンＣを取る必要

はないようですが、一朝何らかの事故のために野菜、果物を食べられない場合には、緑茶から取ることが極めて

必要です。老人などは野菜、果物を多く食べないので、緑茶を好んで飲むことも生理的作用によるものです。その

くらい緑茶は多くビタミンＣを含有しており、しかも、これが熱や酸にあっても破壊されない特質を持っている

ということは、日本の緑茶の尊いところであって、我々は久しい間これを知らず緑茶を飲んで、恩恵にあずかっ

ていたわけであります。特に、食後のお茶は胃液の分泌を促進します。だから食後お茶を飲みながらある時間を

閑談することは最も生理的であります。以上は紅茶やコーヒーになくて日本の緑茶のみが持つ貴重な点でありま

すということを武見太郎先生は書いておられます。 

 

 また、単に嗜好上よりのみでなく、こういう栄養を有することを認識して緑茶を用いんことを希望する、これ

も武見太郎先生が、熱にも酸にも強い緑茶のビタミンＣということで書いておられます。 

 

 全部は読みませんけれども、あともう一点だけ。茶と健康という論文では、茶が日本人にとって不可欠の飲物

である以上、これが人体にいかなる影響を及ぼすかということは国民保健上、極めて大切なことであります、ま

た、個人的に見ましても、道義的な茶道の中に生理的意義を見出すことは無益ではなかろうと存じられますとい

うふうに。 

 

 武見太郎先生はこのようなお茶の研究家であられたわけですけれども、そういうことを踏まえて、ただ、もち

ろん、今、武見大臣は厚生労働省の責任者ですから、厚生労働省の見解あるいは御自分の個人的なお父様から言

われていたことまでも含めて、お茶の健康効果について御答弁をいただければと思います。 

 



○武見国務大臣 私は、子供の頃から、お茶はビタミンＣが含有されていて栄養にとてもよいのだということを

言われ、戦前、自分は集中的に茶と健康について研究をし、論文を発表したことがあるんだということだけは知

っていたんですが、今日初めて、先生からこんなに詳しく、こういう論文を私の父親が書いていたんだと、正直初

めて知りました。済みません、大変感謝申し上げます。 

 

 その上で、厚生労働大臣としての御返事をさせていただくとすると、お茶の健康への効果については、茶の種

類やその摂取方法、摂取する人の健康状態などによって異なると考えられるため一概にお答えすることは困難で

あるが、例えば、血中のコレステロールや中性脂肪を低下させるといった効果を示唆する研究報告があると承知

している。これが答弁でございます。 

 

○山井委員 幾つかの、今、健康効果を言っていただきました。 

 

 今日の配付資料二十二ページに千葉県栄養士会のホームページがございまして、健康は一杯の日本茶から、緑

茶は最高の健康茶、こういうふうなことも栄養士会のホームページに載っております。 

 

 また、その前のページの十九ページにも、これは農水省の資料と下半分は京都府のホームページに出ておりま

すけれども、お茶に含まれておりますテアニン、お茶を飲むとほっこりする、テアニンを摂取すると脳波にアル

ファ波が出現し、リラックス状態を示すこと、記憶学習能力への影響や、アルツハイマー病、認知症予防にもその

効果が期待されていますと、これは京都府のホームページに出ております。 

 

 私も、昔、松下政経塾というところで五年間学ばせていただいておりましたけれども、松下幸之助塾長が、裏千

家、茶道を趣味にされていまして、毎週一回、政経塾内のお茶室で茶道を研修して、お抹茶も飲ませていただいて

おりましたけれども、松下幸之助塾長も、一日一回はお抹茶を飲む、そうすると、やはり脳が活性化するといい考

えが出てくるというようなこともおっしゃっておられました。 

 

 ついては、これもちょっと申し上げにくいんですけれども、もちろん、このマイボトルというのはコーヒーで

も紅茶でも牛乳でも何でも良識の範囲内でオーケーなんですけれども、武見太郎先生もそうおっしゃっていたの

で、試しに武見大臣も一度マイボトルにお茶を入れて審議のときに飲まれてはいかがと思いますが、いかがでし

ょうか。 

 

○武見国務大臣 今はミルクコーヒーを入れさせていただいておるのでありますが、一度試してみたいと思いま

す。 

 

○山井委員 もちろんこれは、好き嫌いですから、別にミルクティーでも牛乳でもリンゴジュースでもどんなも

のでも良識の範囲内ならオーケーなんですけれども、やはりなかなかエビデンスというのは難しいし、薬事行政

をつかさどる厚生労働省が余り、この病気に効きますというのは軽々に言えないというのは分かりますけれども、

コーヒーもすばらしいし、紅茶もすばらしいけれども、お茶というものも非常にいいですので、何よりも、私は、

こういうお茶を飲みながら議論すると、余りヒートアップせずに和やかに議論できるんじゃないかと。田村議員

も伊勢茶の振興をされていますし、田中議員も静岡茶の振興をされていますが、そういう意味では、脳を活性化

して、本当に国民の健康や福祉に役立つ議論が、充実した議論ができればいいんじゃないかと思っております。 

 

 それでは、次の質問に移らせていただきますが、ちょっとこれも生活困窮者支援法の前にお聞きしたいんです

けれども、ホームヘルプの問題。 

 



 これは、申し訳ないですけれども、今までから厚労委員会でも多くの議論が出ております。 

 

 今日の配付資料の中に、介護クラフトユニオンさんによる実態調査、アンケート調査が出ていると思うんです

けれども、そこを見ていただければと思います。 

 

 このことに関しては大きな批判が出ております。 

 

 配付資料からいきますと、八ページ右の、公益社団法人認知症の人と家族の会の鎌田松代代表、京都の方であ

ります。この方も、自宅で最期まで暮らし続けたいが認知症の人や家族の願い、訪問介護サービス基本報酬引下

げは自宅での暮らしを崩壊させると、危機感を訴えておられます。 

 

 隣の読売新聞の社説にも、訪問介護のヘルパーを確保できないため、高齢者宅への訪問回数を減らさざるを得

ず、経営が不安定にならざるを得ない事業者も目立っていると書いてあります。 

 

 次のページの九ページ。結城先生は、ホームヘルプの基本報酬引下げについて、えっ、うそだろう、在宅介護は

机上の空論へと突き進む、世間から国は在宅介護の推進を諦めたと見られても仕方ないだろうと言われておりま

す。 

 

 そういうふうなことで、今回、介護クラフトユニオンが実態調査を緊急でされました。十一ページからござい

ます。全員の不安、怒りを知ってほしいということで、全員のアンケート調査をここに許可を得て載せさせてい

ただいております。 

 

 これについてのクラフトユニオンの見解を読み上げます。 

 

 訪問介護員の賃金は、処遇改善加算だけで支払われているわけではなく、そのほとんどは基本報酬から支払わ

れており、その基本報酬を引き下げることは暴挙である。訪問介護員の有効求人倍率は十五倍を超え、既存職員

の高齢化が課題となっており、人材確保できないことを理由に事業所の廃止が増加している。基本報酬を引き下

げることにより、事業運営に不安を感じた職員の離職等で更に人材の確保が厳しい状況になる。人材確保ができ

ずに事業所が廃止になれば、必要な訪問介護サービスを受けられない介護難民が増加し、介護離職者が増加する

ということです。 

 

 もう一つだけ読み上げさせていただきますと、配付資料の十八ページ左、どういうことが基本報酬引下げによ

って起こると思われますかということに関しては、六三％、事業所が廃止、休止になる。四一％、事業所が統合さ

れる。六六％、訪問介護等サービスの事業運営に不安を感じ、退職する人が増える。七八％、訪問介護サービスの

事業運営に不安を感じ、新しい人材が入ってこない。六九％、賃金が引き下げられる。 

 

 こういう不安の声が出ておりまして、先日の審議会の中でも、早急に実態調査をして、実態が悪化しているの

であれば何らかの策を講じてほしい、そういう声が続出をいたしました。 

 

 そこで、武見大臣にお伺いをしたいと思います。 

 

 この引下げに対する影響について、ホームヘルプ事業所の規模別、大規模のところと小規模のところも含め、

そういう規模別も含め、実態調査をし、その結果により、ホームヘルプ事業所の閉鎖、倒産、廃業や統廃合が今ま

でより増えたり、ホームヘルパー不足が今より深刻化したことが明らかになった場合は、速やかにホームヘルプ



の基本報酬の引上げを、三年待たずに途中改定するか、あるいは予備費や補正予算によりホームヘルプ事業所を

財政支援する補助金をつける、これらのことを、もし実態調査をしてそういう深刻なダメージがあるという結果

が出たら、今のような取組を速やかにするということをお約束いただけませんか。 

 

○武見国務大臣 今般の介護報酬改定の影響などについては、介護事業経済実態調査を始め、各種調査などを通

じて状況の把握を行うこととしております。六月から施行されます。おおよそ、こうした調査を通じて、九月から

十月頃にその取りまとめができると今の時点では予測をしておりますが、この令和六年度実施予定の調査におい

て、地域の特性や事業所の規模等を踏まえ、社会資源が十分でない地域を中心に、小規模な事業所を含め、介護現

場の実態を総合的に調査する予定でございます。 

 

 その上で、これらの各種調査等の結果を踏まえて、現場の介護職員等の人材確保、処遇改善を着実に進める観

点から、必要な対応を検討していくべきものと考えております。 

 

○山井委員 残念ながら、多くの事業所が潰れてしまった、ヘルパーさんが辞めてしまったと分かってから、こ

れは大変なことになったと言って、もう一回ホームヘルプ事業所をつくってくださいと言っても、それは誰もつ

くりませんから。そういう意味では、もちろん、今言ったことは最低限のことで、一回、在宅介護が崩壊して、

今、もう事業所やホームヘルパーさんがどんどん離れつつあります。もうその流れはできてしまっています。厚

生労働省はホームヘルプ、在宅介護はもう諦めたんだなと多くの人が思ってしまっています。 

 

 ついては、一旦その流れができたらもう取り返しがつかなくて、十年、二十年後、あの年、厚生労働省が大失敗

したことによって日本の介護は崩壊したなと言われかねませんので、そうならないように、今からでも、今すぐ

にでも、小規模を含め、ホームヘルプ事業所が統廃合、廃業、倒産しないような手を今すぐにでも打つべきだと思

いますが、どのようなことを考えておられますか。 

 

○武見国務大臣 訪問介護の事業者数は、二〇一九年以降、増加傾向にあります。小規模な事業者を含めて、今般

の介護報酬改定の影響等については、介護事業経営実態調査を始め、各種調査等を通じて状況の把握を行うこと

としております。調査結果をあらかじめ見通すことはできませんが、適切な調査の設計、検証をしっかりと進め

ていきたいと思います。 

 

 また、訪問介護については、介護のサービスと比べても給与費の割合が高く、人手が確保できなければ経営の

維持拡大が特に難しい事業であるというふうに私どもは認識をしております。その意味で、まずは訪問介護員の

処遇の改善を行い、人材の確保、定着を図っていくことが、訪問介護員の方の暮らしの安定はもとより、訪問介護

事業所の安定的な運営のためにも重要であると考えております。 

 

 このため、最も課題となっている人材の確保に向けて、高い水準の加算率を設定した処遇改善加算の取得促進

や各種加算の充実などを通じて、地域で必要な介護サービスが安定して受けられる体制を整備してまいりたいと

考えております。 

 

○山井委員 まずは、幾ら加算をつけても、事業所が潰れたり統廃合されたら意味がないですので、是非早急な

対策をお願いしたいと思います。私も、議員になる前は、高齢者福祉を大学で教えておりまして、高齢者福祉の本

は十冊書きましたので、非常に思い入れがありますので、強く申し上げたいと思います。 

 

 それでは次に、これも、今までから、武見大臣、また朝川局長に大変御尽力いただきましたが、能登の震災に対

する被災者への支援金です。 



 

 私たち、一月二十六日に、日本維新の会、国民民主党、そして立憲民主党三党の共同で議員立法を提出させてい

ただきまして、被災者支援金の上限の倍増を強く要望させていただきました。それを受け入れていただいて、今

回、一〇〇％同じものではございませんし、ちょっと欠けるところはありますけれども、新しい交付金というも

のを、朝川局長、武見大臣の御尽力の下、八割ぐらいがカバーされるのではないか、被災者の方々に対してそうい

うものをつくっていただきました。 

 

 ついては、この新しい交付金はいつから、何世帯ぐらいに支給される予定か、被災世帯の何割、何世帯ぐらいが

対象で、地方負担も含め、予算の総額は幾らか、答えられる範囲でお願いいたします。 

 

○武見国務大臣 この新たな交付金制度は、能登地域六市町において住宅が半壊以上の被災をした高齢者等のい

る世帯、資金の借入れや返済が容易でないと見込まれる世帯を給付の対象としております。重複を排除できない

など、給付の対象となる世帯の割合を厳密に計算することはなかなか難しいのでありますが、大まかに計算いた

しますと、対象地域における住宅半壊以上の被害を被った被災世帯のうち、八割程度が給付の対象になるものと

考えております。 

 

 それから、先般の予備費使用の閣議決定に当たっては、新たな交付金制度について、足下で把握している能登

地域六市町の住宅の被害状況や対象世帯の考え方などを踏まえて、給付の対象となり得る世帯を約二万世帯と見

込んだ上で、過去の被災者生活再建支援金の執行状況等も参考に、住宅再建分よりも早期の支給が見込まれる家

財等再建分の年度内執行分と、給付に必要な事務費等の合計として、約六十一億円の国費を計上をしております。

また、石川県におきましても、地方負担分として約十五億円を計上しているものと承知しており、現時点におい

て、事業費としては合計約七十六億円が措置されております。 

 

 予備費の措置は年度内執行分を計上したものであり、来年度以降の執行が見込まれる住宅再建分も含めた総事

業費については、今後の執行状況を見ながら精査をしてまいりたいと思います。 

 

 なお、交付金の支給時期については、石川県において、早期の支給が開始できるよう、準備を進めているものと

承知しております。 

 

○山井委員 是非、幅広く支給をしていただきたいと思います。 

 

 それでは、生活困窮者支援という立場から、配付資料五ページにありますように、残念ながら、生活が困窮する

一つの理由というのは、やはり障害があって十分に仕事ができないという方が多いんですね。そういうことで、

障害のある方々に対する雇用支援、雇用創出に厚労省としてはどのように取り組んでいるのか、もっと力を入れ

るべきだと考えます。 

 

 ついては、まず、ここの五ページにもありますように、例えばですけれども、特別支援学校の生徒さんが、より

安定した雇用、一般就労も含めてですけれども、より高い賃金の雇用に就けるように、もちろん障害の程度によ

ってできること、できないことはあるんですけれども、今言ったような、より安定した、より高い賃金の雇用に、

安定雇用に就けるように、厚労省としては特別支援学校に対してどのような支援、連携をしているのか。例えば、

京都にも地域障害者職業センターというのがございますが、そういうことも含めてお答えください。 

 

○武見国務大臣 障害のある方が一人一人、その障害特性や希望に応じて能力を有効に発揮して活躍するために

は、職務内容や業務執行に必要な能力、それから職場環境等の適切なマッチングが重要となります。 



 

 こうした観点から、特別支援学校の生徒に対しては、ハローワークや地域障害者職業センターなどが、特別支

援学校と連携をし、在学中から、職場実習の実施や、障害特性を踏まえた専門的、個別的な相談支援などのきめ細

かな就職支援を実施するとともに、就職後の職場定着に向けた支援を実施しております。 

 

 引き続き、特別支援学校と連携をし、その卒業生が希望や能力に応じて活躍できるよう支援をしていきたいと

思います。 

 

○山井委員 私も特別支援学校にお子さんを行かせておられる保護者の方々ともよく意見交換させていただきま

すが、やはり雇用、卒業後のこと、また人生のことを一番心配に、不安に思っておられます。ですから、文科省が

特別支援学校、厚労省が障害者雇用の担当で、ちょっと縦割りがあるんですけれども、是非、連携をしていただけ

ればと思います。 

 

 また、それに続きまして、より多くの特別支援学校の生徒が安定的に就労でき、生活困窮に陥らないように、障

害者雇用の法定雇用率の引上げや障害者雇用の創出、拡大などについて、厚労省はどのような支援、取組を今後

するんでしょうか。 

 

○武見国務大臣 特別支援学校の生徒を含め、障害のある方一人一人が、その希望や障害特性に応じて能力を有

効に発揮し活躍できるよう必要な支援を行うことが重要であり、きめ細かな就職支援、職業定着支援を実施して

おります。 

 

 こうした求職者への支援に加えまして、企業における障害者の雇用を促進するために、事業主に対して、ハロ

ーワークによる各企業の状況を踏まえた個別の求人開拓、それから、職場に出向いて職務や職場環境の改善に対

する助言などを行うジョブコーチによる支援も実施をしております。 

 

 また、全ての事業主に対して一定割合の障害者雇用を義務づける雇用率制度について、現在、一般の事業主に

対しては二・三％が適用されておりますが、本年四月からは二・五％、令和八年からは、令和八年七月であります

が二・七％と、段階的な引上げが予定されているところであり、これを踏まえて、引き続き積極的に事業主や求職

者を支援してまいりたいと思います。 

 

○山井委員 障害のある方々に対する雇用拡大、生活困窮に陥らないための支援策について、もう一問だけお聞

きしたいと思います。 

 

 そのような趣旨からも、例えば、今後、障害者雇用の更なる拡大のために法定雇用率を今予定されている以上

に引き上げることや、残念ながら、法定雇用率を守らずお金を払って済ませる企業というのが半分ぐらいあるわ

けですけれども、それを達成する事業者の割合をどうやって高めていくのか。さらには、一方では、一般就労でき

ない方々が通所の障害者の作業所、通所施設で働いておられますけれども、工賃が低過ぎる、何とかしてほしい

という悲鳴も、私、聞いておりますが、このような低過ぎる工賃も厚労省の指導で引き上げるべきではないでし

ょうか。 

 

○武見国務大臣 雇用率制度でございますが、社会連帯の理念の下で、全ての事業主に対して、その雇用する労

働者の数に応じて一定割合の障害者雇用を義務づけるものであり、五年に一度、設定をしております。現在既に、

令和九年度、二〇二七年度までの雇用率が決定しており、まずは、その雇用率の達成に向けて企業等における障

害者雇用の取組を着実に進めてまいりたいと思います。 



 

 このため、法定雇用率を達成しない企業に対しては、労働局、ハローワークによる雇用率達成に向けた計画的

な助言、指導や、障害者雇用に関する環境整備を実施する事業主に対する助成制度など、各種支援策の実施を通

じて法定雇用率の達成を促すことで障害者の雇用の促進を図ってまいりたいと思います。 

 

 そして、就業継続支援Ｂ型の工賃についてでありますが、利用者の経済的自立を促す観点から、今般の報酬改

定において工賃向上の取組を評価する見直しなどを行うこととしております。また、専門家の派遣により経営力

の強化や品質向上、販路拡大を支援する工賃向上計画支援等事業等により、工賃の更なる向上に向けた取組を進

めてまいります。 

 

○山井委員 是非、支援拡大をお願いしたいと思います。 

 

 次に、もう時間がありませんので、ラスト、二、三問を一括して、年金と賃金についてお聞きしたいと思いま

す。 

 

 といいますのが、七年間連続で、物価高に対して年金引上げが追いつかずに実質目減りをしているわけですね。

その大きな目減りになっている理由は、いわゆる年金カット法案ということで、キャリーオーバーしたやつを一

気に下げるとか、賃金の上昇率を勘案して物価だけではなく下げるとか、様々なことをやったせいであります。

このようなことをやり過ぎたということについて、今後、年々実質的に年金は下がる一方なんですね、これは。さ

すがにやり過ぎで、まさに生活困窮者を増やすことになると思います。このようなことに関して、目減りする年

金の改善策を考えるべきではないか、特に生活困窮者に対しては打撃が大きいのではないかということ。 

 

 それと最後にもう一点、似たような話で、実質賃金が二年連続減少しているんですね。岸田総理はこれを引き

上げると言っているわけですけれども、二年間、実質賃金が下がった原因はどう考えていて、どう上げるつもり

なのか。特に、今、春闘で大企業とか正規雇用の人は賃金が上がっていますけれども、非正規雇用の方々とか中小

企業は上がらなくて格差が拡大していくんですね。こういうふうなことについても、生活困窮者を増やさないと

いう視点からどう考えているのか。 

 

 これらを、答えられる範囲で、一括してお答えください。 

 

○武見国務大臣 まずは、賃金の変動が物価の変動を下回る傾向が続いたこと、これは二〇一八年から二〇二四

年まででありますが、マクロ経済スライドの発動により年金額の改定率が物価の変動率を下回っている、これは

確かにそのとおり、事実であります。 

 

 しかしながら、これは、我が国の年金制度では年金の原資となる保険料収入が現役世代の賃金に連動すること

から、賃金の変動が物価の変動より低い場合には賃金を基に改定するルールとなっていることがあります。また、

マクロ経済スライドにより長期的な給付と負担のバランスを確保することで、これは将来にわたって持続可能な

年金制度の仕組みを構築していることによるものでございます。将来世代の負担が過重なものとなることなく将

来の給付水準を確保するために必要な仕組みがこれである、こう考えます。 

 

 その上で、御指摘のような方を含めて低所得の高齢者に対しては、高齢年金のみならず、社会保障制度全体で

総合的に支援していくことが重要であります。具体的には、年間最大六万円の年金生活者支援給付金の支給であ

るとか、介護保険における低所得者の方を対象とした補足給付の支給であるとか、あるいは、医療保険、介護保険

における低所得の方々への保険料軽減措置や、所得に応じた自己負担、利用者負担の上限額の設定などによって



こうした経済的な支援を行っております。 

 

 さらに、今般の改正法案においては、例えば、高齢夫婦世帯において配偶者が亡くなって世帯としての年金収

入が減少した場合など、著しく収入が減少し、家計改善のために低廉な家賃の住宅に転居する必要があるときに

は、住宅確保給付金としてその転居費用を補助することとなっております。 

 

 さらに、御質問の内容は多岐にわたっているわけでありますけれども、中小企業の賃上げについては、中小企

業が賃上げできる環境の整備が重要であると考えておりまして、労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する

指針の周知の取組に加えまして、中小企業の生産性向上の取組も業務改善助成金で支援しております。中小企業

庁などと連携をしつつ、引き続き中小企業への支援にも取り組んでまいりたいと思います。 

 

 また、非正規雇用労働者の賃上げについては、最低賃金の引上げや、同一労働同一賃金の遵守徹底を図ってい

くとともに、希望する方の正社員への転換に向けた支援に取り組んでまいります。 

 

 このほか、これまでも、生活困窮者自立支援制度における相談体制の整備や、支出の面から生活の安定を図る

家計改善支援事業を実施してまいりましたが、可能な方については、自立相談支援機関からハローワークなどに

つなぎ、職業訓練等によりスキルアップ、キャリアアップなどを目指すなど、取り組んできたところでございま

す。 

 

 本法案においても、住まい支援や家計改善支援の強化など、生活困窮者などへの更なる支援策を講じていると

ころでございます。 

 

 引き続き、賃上げに向けた取組と併せて、生活困窮者等の生活の安定に努めてまいりたいと思います。 

 

○山井委員 どうもありがとうございました。 

 

 終わります。 


